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知財エコシステムと特許情報

①知的財産の権利化
（公開）

③知的財産の創造

特許情報
(公報情報や経過情報等)

②知的財産の活⽤

知的財産の分析・可視化
（IPランドスケープ等）

オープン
イノベーション

権利化戦略の検討

事業戦略の⽴案

・ライセンス
・標準化

価値評価

 特許情報は知財エコシステムにおける促進剤。
特許情報…特許・実⽤新案・意匠・商標の出願・権利化に伴って⽣み出される情報(公報情報や経過情報等)
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特許情報の提供における国と⺠間事業者の役割

⼀次情報の交換

 我が国ユーザー（⼤企業・中⼩企業・個⼈・研究機関）
 海外の審査官等

②付加価値の⾼いサービス

①正確で基本的なサービス

③政策的に実施するサービス

特許庁・INPIT

⺠間サービス業者

海外の知的財産庁

 国が正確で基本的な⼀次情報を提供し、⺠間事業者が付加価値の⾼いサービスを提供。
参考︓産業財産権情報利⽤推進委員会（⻑官私的懇談会）報告（平成１５年３⽉）

産業構造審議会 知的財産分科会 情報普及活⽤⼩委員会（平成２８年５⽉）
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⽇⽶欧中韓における特許出願件数

⽶国
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⽇本

韓国
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各国の特許出願動向

（出典）【⽇本】特許⾏政年次報告書2022年版 第2部第1章1．【⽶国】USPTO提供資料（2017-2020年、2021年暫定値）
【欧州】EPOウェブサイトPatent Index 2021（European patent applications）
【中国】CNIPA Annual Report 【韓国】KIPOウェブサイト及びKIPO提供資料（2021年暫定値）
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 中国における特許出願件数は増加傾向を維持する⼀⽅、他国は横ばい傾向。
 ⽇本では、AI関連発明の特許出願件数が増加。（データ⾮表⽰）

特許庁



各国の意匠／商標出願動向

特許庁
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【⽇本】特許庁年次報告書2021年版
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Report for Common Statistical Indicators（2018年〜）を基に特許庁作成
【その他】WIPO統計
※中国は件数での公表を⾏っていないため、数値は区分数（右軸）。
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 意匠／商標でも中国における出願件数は増加。特に商標で著しく増加。
 意匠について、2020年以降、コロナ関連物品が含まれる⽣活⽤品等や住宅設備⽤品が増加。

（データ⾮表⽰）
 商標について、IT関連を含む機械分野の出願（区分数）が顕著に増加。（データ⾮表⽰）
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国内出願⼈の特許出願動向（国内／海外）

特許庁 7※ 国内出願⼈による出願件数は、筆頭出願⼈の住所⼜は居所等が国内である出願をカウント。
（出典） WIPO IP Statistics Data Centerを基に作成

 国内出願⼈による特許出願先は、国内が減少傾向にある中、海外割合は増加傾向。
 それに伴い、⽇本の特許情報の海外への発信、及び海外庁からの特許情報の国内提供は

重要度を増している。
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産業構造審議会知的財産分科会情報普及活⽤⼩委員会での報告書
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 特許庁⼜はINPITが運営する公的な特許情報提供サービスのあり⽅等について審議を⾏い、
「特許情報のさらなる活⽤に向けて」として報告書を公開。（2016年5⽉）

特許庁

 世界最速・最⾼品質の審査結果の発信のためのサービス
 審査結果の発信にあたっては、・・・新興国も含めた海外庁の審査官等が⽇本の審査結果

を参照しやすいツールとするために必要な機能を積極的に搭載して、世界最⾼の利便性を
実現し て審査結果に関するポータルサイト的位置付けを⽬指していくべきである。 また、我
が国の審査結果を利⽤する際には、通常、機械翻訳を介する必要があるが、海外庁の審
査官等が我が国の審査結果（審査書類＋引⽤⽂献等）を参照しやすいよう機械翻訳
の取組を強化し、⾼精度な機械翻訳⽂を提供することにより、我が国の審査結果の利⽤を
促進していくべきである。

 出願情報・権利情報の確認のためのサービス
 海外庁の⽂献は、⽇本語以外の⾔語で記載されているため、多くのユーザーにとって内容を

理解するために時間を要することから、現在も中国語、韓国語の特許・実⽤新案⽂献に対
して⾏っているように、機械翻訳を活⽤しつつ、⽇本語でアクセスできる環境の整備を進めて
いくべきである。



産業構造審議会知的財産分科会基本問題⼩委員会での報告書
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 新型コロナウイルスの感染拡⼤やデジタル化の流れの加速の中で、イノベーション促進に向けた産
業財産権制度の改善の在り⽅、また、特許庁の⼿続や審査業務の品質向上などを幅広く審議
を⾏い、「ウィズコロナ／ポストコロナ時代における産業財産権政策の在り⽅―とりまとめ―」として
報告書を公開。（2021年2⽉）
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機械翻訳を活⽤した特許情報提供

特許庁 11

⽇本語

・出願・公報情報
・書誌・経過情報
・審査書類情報等

データベース

外国語

出願書類等
(⽇本語)

公報情報等
(外国語)

出願 各国特許庁と
データ交換

機械翻訳（外国語 ⇒ ⽇本語）
海外出願の検索、照会環境整備
（海外特許情報へのアクセス性向上）

機械翻訳（⽇本語 ⇒ 外国語）
⽇本の審査情報等の海外発信
（⽇本の審査結果の活⽤促進）

 特許庁では、⽇本の審査情報等の海外発信／海外出願の検索、照会環境整備の施策に
おける翻訳として、機械翻訳を活⽤している。

 機械翻訳した、出願⼈や海外庁から得られた各種データは、国内外の審査官や⼀般利⽤者
に提供している。

特許庁

出願⼈ 海外庁

海外ユーザー／審査官 国内ユーザー／審査官
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機械翻訳プラットフォーム（MTP）の構築・運⽤

 特許庁では、機械翻訳プラットフォーム（MTP）を通じて、⽇本の審査情報や公報のリアル
タイム英訳、中韓の特許/実⽤新案のバッチ和訳を提供。

 MTPは、複数の翻訳エンジンを搭載しており、令和元年5⽉に⽇英翻訳機能、翌令和2年
4⽉に中⽇・韓⽇翻訳機能をリリースし、現在運⽤中。
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MTPにおける翻訳エンジンの使い分け

⽇英翻訳

中⽇翻訳

韓⽇翻訳

翻訳対象 メイン翻訳エンジン
特許公報（明細書等） NMT（公報⽤カスタマイズ）

特許公報（発明の名称） SMT
審査書類等 NMT（審査書類⽤カスタマイズ）

書誌情報・特許以外の公報 等 RBMT

翻訳対象 メイン翻訳エンジン
特許公報（明細書等） NMT

特許公報（発明の名称） SMT

翻訳対象 メイン翻訳エンジン
特許公報 SMT

国内公報・
審査書類

（⽇本語）

国内公報・
審査書類
（英訳）

中国公報
（中国語）

中国公報
（和訳）

韓国公報
（韓国語）

韓国公報
（和訳）

MTPの特徴 ①翻訳エンジンの使い分け

 MTPには、複数の翻訳エンジンが搭載されており、NMTをメインに利⽤しつつ、SMT及び
RBMTの併⽤や、翻訳前後の⽂章に対する各種処理等を含む独⾃システムを通じて、
翻訳品質を最適化。



J-PlatPat／OPDJ-PlatPat／OPD
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リアルタイム翻訳（都度翻訳・蓄積無し）

MTP

⽇→英 英訳

バッチ翻訳（蓄積あり）

国内公報／審査書類
データベース（和⽂）

和⽂和⽂

J-PlatPat／OPDJ-PlatPat／OPD

中韓公報データベース
（和訳・原⽂）

和訳和訳 原⽂原⽂

MTP

中→⽇
韓→⽇

中韓から
データ受領

和訳

（⽇本語）

国内公報・
審査書類

（⽇本語） （英訳）

国内公報・
審査書類
（英訳）

中韓公報
（原⽂）

中韓公報
（和訳）

メリット デメリット

最新品質の翻訳⽂を
即時に参照できる

翻訳⽂を対象とした
テキスト検索ができない

メリット デメリット

翻訳⽂を対象とした
テキスト検索ができる

蓄積時点の翻訳品質
（最新の品質でない）

原⽂

利⽤者

利⽤者

MTPの特徴 ②リアルタイム翻訳とバッチ翻訳

 ⽇英翻訳では、リアルタイム翻訳（照会の度に都度翻訳）を採⽤しているのに対し、
中⽇・韓⽇翻訳では、バッチ翻訳（予め検索システムに翻訳⽂を蓄積）を採⽤。

リアルタイム翻訳とバッチ翻訳の⽐較
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https://www.j-platpat.inpit.go.jp

https://www.foreignsearch2.jpo.go.jp

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/p0000
（J-PlatPatインターフェース（⼀般⽤））

 ⽇本国特許庁が保有する特許情報は、J-PlatPat、OPD、FOPISER等を通じて、無償で
対外提供。

 これらインターフェースにおいて、特許情報の各種翻訳⽂を提供。

特許情報の翻訳⽂を提供している主なインターフェース

ワンポータルドシエ（OPD）

特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）

外国特許情報サービス（FOPISER）

• 国内外の特許、実⽤新案、意匠、商標、審決に
関する公報、⼿続、審査経過等を収録

• 「ぷらっと」寄って情報を「ぱっと」⾒つけられるような、
ユーザーフレンドリーなサービス提供を⽬指す名称

• 各庁の特許審査に関連する、⼿続や審査の状況、
各種書類データ等（ドシエ情報）を、原語及び英語
で閲覧できるプラットフォーム

• 露・台・オーストラリア・シンガポール・ベトナム・タイ・
EUIPOの特許、実⽤新案、意匠⼜は商標の公報
情報、及び中国の特許及び実⽤新案に関する審
決の和訳⽂を収録



WIPO Translate

特許庁 16https://patentscope.wipo.int/translate/translate.jsf

WIPO Translate PATENTSCOPE

https://patentscope2.wipo.int/search/ja/search.jsf

WIPO Translateで
⽇本語を選択

 世界知的所有権機関（WIPO）が開発した機械翻訳ツール。PCTの国際公開⾔語（⽇本語
を含む10⾔語）について、⾃由⼊⼒⽂の翻訳が可能。

 WIPOの特許検索（PATENTSCOPE）において、公報／書誌情報等をリアルタイム翻訳する
翻訳エンジンとして、Google翻訳と併⽤している。

 2016年9⽉よりNMTを採⽤。



Patent Translate (EPO)

特許庁 17
https://worldwide.espacenet.com/patent/search

 欧州特許庁（EPO）がGoogleの協⼒により開発した機械翻訳ツール。EPO各国の公⽤
語（28⾔語）と英・独・仏語間の相互翻訳、及び中・⽇・韓・露語と英語の相互翻訳。

 EPO提供の特許検索サービス（Espacenet）を通じて提供。
 2017年5⽉よりNMTを採⽤。
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中⽇、⽇英翻訳資源作成事業（平成31〜令和3年度事業）

対訳コーパス・辞書
（中⽇）

中
国
語

⽇
本
語

作成

１．中国審決

⼈⼿
翻訳

FOPISERで公開

⽇
本
語

英
語

⼈⼿
翻訳

２．審査書類・審決

審決のみ特許庁HPで公開

対訳コーパス︓約200万、対訳辞書︓10万語 審査書類対訳コーパス︓約200万、対訳辞書︓3万語
審決対訳コーパス︓約10万、対訳辞書︓3060語

対訳コーパス・辞書
（⽇英）

作成

中国審決翻訳データ
19,182⽂献

審決⽂英訳データ 300件

19

1. 中⽇機械翻訳に関するデータ作成・解析
 中国審決の⼈⼿和訳、 約200万の対訳コーパス作成
 作成コーパスによる翻訳エンジンの学習効果を解析

2. ⽇英機械翻訳に関するデータ作成・解析
 審査書類・審決の⼈⼿英訳、約200万の対訳コーパス作成
 作成コーパスによる翻訳エンジンの学習効果を解析

特許庁 https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/kikaihonyaku/kikai_honyaku.html



翻訳品質の⾃動評価・⼈⼿評価

20特許庁

 ⾃動評価では、評価⽤コーパスを⽤いたBLEU値・RIBES値を算出する⼀⽅、⼈⼿評価では、
評価⽤コーパスの⼀部を⽤いて以下の5段階で評価し、平均値を算出。

５︓すべての重要情報が正確に伝達されている（100%）
４︓ほとんどの重要情報は正確に伝達されている（80%〜）
３︓半分以上の重要情報は正確に伝達されている（50%〜）
２︓いくつかの重要情報は正確に伝達されている（20%〜）
１︓⽂意がわからない、もしくは正確に伝達されている重要情報はほとんどない（〜20%）

【内容伝達レベルの評価】

【流暢さの評価】（参考）

５︓⽂意が明解で、⼈間が書いた⽇本語⽂に近い。
４︓⽇本語⽂として不⾃然な箇所を若⼲含むが、⽂意は明解である。
３︓⽇本語⽂として不⾃然な箇所があり、⽂意がわかりにくい。
２︓⽇本語⽂法規則に反する表現をかなり含む。⽂意がわからない。
１︓⽇本語⽂として成⽴していない。

【重要技術⽤語の翻訳精度の評価】（参考）

A（適訳語）︓⼈⼿翻訳に照らし、技術的に同義かつ⼀般的に⽤いられる訳語である。
B（可訳語）︓技術⽤語として⼀般的に⽤いられる訳語ではないが、意味はおおむね正しい。
C（誤訳語）︓誤訳である。
D（不訳語）︓未知語、訳漏れである。

平成25年度「特許⽂献機械翻訳の品質評価⼿法に関する調査」
https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/kikaihonyaku/document/kikai_honyaku/h25_01.pdf



１．⾃動評価

中⽇コーパス学習による機械翻訳精度（審決）の向上

21特許庁

 対訳コーパスを10万⽂対ずつ段階的に学習させ、学習の進度に伴う翻訳精度の変化を調査。
（みんなの⾃動翻訳@TextraⓇ（NICT）を使⽤）

２．⼈⼿評価
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エンジン 無学習 第5回 第10回 第15回 第20回 改善度

汎⽤NT 2.41 4.42 4.32 4.61 4.65 +2.24

特許NT 2.18 4.28 4.30 4.66 4.61 +2.43
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１．⾃動評価

⽇英コーパス学習による機械翻訳精度（審査書類）の向上

翻訳エンジン
バージョンアップ
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 対訳コーパスを10万⽂対ずつ段階的に学習させ、学習の進度に伴う翻訳精度の変化を調査。
（みんなの⾃動翻訳@TextraⓇ（NICT）を使⽤）

無学習 第5回 第10回 第15回 第18回 向上度

全種類 3.14 4.09 4.20 4.67 4.69 +1.55

拒絶査定 3.08 4.13 4.16 4.61 4.69 +1.61

拒絶理由通知書 3.44 4.28 4.45 4.85 4.86 +1.42

補正却下の決定 3.20 4.09 4.18 4.63 4.62 +1.42

前置報告書 2.84 3.85 4.01 4.58 4.59 +1.75

２．⼈⼿評価



中⽇・⽇英コーパス学習によるエラー発⽣⽂数の減少
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 対訳コーパスを10万⽂対ずつ段階的に学習させ、典型的エラーの発⽣⽂数を集計。
（みんなの⾃動翻訳@TextraⓇ（NICT）を使⽤）

カテゴリ 無学習 第5回 第10回 第15回 第18回 ｴﾗｰ増減
特許誤訳 287 54 34 16 11 -276

技術／⼀般誤訳 108 55 56 20 25 -83
未知語 4 3 0 0 0 -4

係り受けエラー 84 70 73 42 39 -45
英語表現エラー 110 96 88 95 91 -19
湧き出しエラー 75 79 94 1 1 -74

⽋落エラー 186 72 93 16 23 -163
数値エラー 32 33 23 5 5 -27
記号エラー 25 16 15 12 11 -14
その他エラー 13 9 16 1 1 -12

カテゴリ 無学習 第5回 第10回 第15回 第20回 ｴﾗｰ増減
特許誤訳 90 21 13 16 16 -74

技術／⼀般誤訳 37 20 16 11 11 -26
未知語 2 1 1 1 0 -2

係り受けエラー 49 15 20 4 6 -43
⽇本語表現エラー 42 18 21 17 14 -28

湧き出しエラー 30 9 8 0 0 -30
⽋落エラー 45 13 13 1 2 -43
数値エラー 22 12 10 5 5 -17
記号エラー 8 1 1 0 0 -8
その他エラー 4 2 1 0 0 -4

１．中⽇（審決）

２．⽇英（審査書類）



新語対応による機械翻訳精度向上に関する調査（令和1,3年度事業）
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MTPの
翻訳履歴

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・

未知語/新語の検出 未知語/新語辞書

作成
辞書

「未知語」の発⽣によって
翻訳失敗した箇所

翻訳失敗箇所を含有する履歴（「未知語」ログ）の抽出

 MTPの⽇英翻訳／中⽇翻訳によって翻訳できなかった未知語／新語の辞書を作成すると共に、
機械翻訳の品質維持向上のため、未知語／新語の技術分野別の出現傾向や、辞書登録す
べき未知語の効率的な選定⽅法について調査。

未知語︓機械翻訳を⾏った際に翻訳できなかった単語
新語︓新しい技術⽤語と考えられる単語



新語対応による機械翻訳精度向上に関する調査（令和1,3年度事業）
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 翻訳対象語を以下の⼿順で選定し、辞書／コーパスを作成。
 未知語（機械翻訳を⾏った際に翻訳できなかった単語）の中で新語（新しい技術⽤語と考えら

れる単語）の割合は低く、例えば⽂章分割の誤りで未知語が検出されてしまうケースなどが多い。

翻訳ログ

約140万
（⽇英）

約30万
（中⽇）

機械的除外
（記号・英数字

等）

－約7万
（⽇英）

－約3万
（中⽇）

選定作業
（普通名詞を優先、
意味をなさない語の

除外等）

普通名詞

27,567語
（⽇英）

5,974語
（中⽇）

固有名詞

2,433語
（⽇英）

26語
（中⽇）

翻訳作業 辞書／コーパス
作成



特許情報提供サービスに関する調査報告書（令和3年度事業）（１）

特許庁 26

回答内容 件数 割合
アメリカ    231 30%
欧州（EPO） 168 22%
WIPO  124 16%
中国  184 24%
韓国  28 4%
イギリス 0 0%
ドイツ 18 2%
フランス 0 0%
ロシア  0 0%
ASEAN   14 2%
インド 3 0%
ブラジル 0 0%
その他 4 1%

合計 774 100%

 企業、特許事務所、及び特許情報を提供する事業者を対象としたアンケート調査。
 海外の特許情報を何らかの⼿段で検索・照会する⽅々から、利⽤頻度の⾼い公報情報の

国・地域を伺った回答結果は以下のとおりで、アメリカ、中国、欧州（EPO）の順。



特許情報提供サービスに関する調査報告書（令和3年度事業）（２）
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 企業、特許事務所、及び特許情報を提供する事業者を対象としたアンケート調査。
 海外の特許情報を何らかの⼿段で検索・照会する⽅々から、利⽤頻度の⾼い公報情報の

⼊⼿先を伺った回答結果は以下のとおりで、国・公共機関のサービスとしては、J-PlatPatに
次いでEspacenetが使われている。

回答内容 件数 割合
J-PlatPat  146 23%
Espacenet  124 20%
PATENTSCOPE  45 7%
その他海外特許庁の機械翻訳サービス   13 2%
WEB上の無料翻訳サービス  153 24%
⺠間翻訳業者  77 12%
その他 71 11%

合計 629 100%



特許情報提供サービスに関する調査報告書（令和3年度事業）（３）
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 企業、特許事務所、及び特許情報を提供する事業者を対象としたアンケート調査。
 海外の特許情報を何らかの⼿段で検索・照会する⽅々から、利⽤頻度の⾼い翻訳⽂

⼊⼿機能を伺った回答結果は以下のとおりで、全⽂機械翻訳⽂（中国・韓国）、和⽂
抄録（アメリカ・EPO）の順。

回答内容 件数 割合
全⽂機械翻訳⽂（中国(CN)・韓国(KR)）の利⽤ 119 34%
和⽂抄録（アメリカ(US)・EPO(EP)）の利⽤  92 27%
和⽂抄録（中国）の利⽤  75 22%
英語以外の公報について英⽂要約／抄録の利⽤  20 6%
パテントファミリーの参照  37 11%
その他 3 1%

合計 346 100%
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特許庁が提供する機械翻訳⽂の利⽤⽅法

１

機械翻訳に関する調査事業

特許情報提供の意義・⽬的

特許情報提供における機械翻訳の活⽤２

３

４



バルクダウンロードサービスでの中韓⽂献翻訳⽂の提供
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 特許情報のバルクダウンロードサービスは、利⽤者登録後に、中韓⽂献翻訳⽂を含むデータ
をダウンロードできる。

https://www.jpo.go.jp/system/laws/sesaku/data/download.html



特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）での中韓公報の提供
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特許情報プラットフォーム（J-PlatPat）

中国(CN)／韓国(KR)
を選択し、⽇本語でテキスト検索

 中韓の特許公報・実⽤新案公報に対して⽇本語によるキーワード検索が可能。

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/p0100



外国特許情報サービス（FOPISER）での中国審決の提供
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外国特許情報サービス（FOPISER）

⽇本語テキスト等で
中国審決を検索

https://www.foreignsearch2.jpo.go.jp/cnapp/cnapp_bangousyoukai.php

 中国の特許・実⽤新案に関する審決の和訳を提供（書誌情報での検索で照会）。



ありがとうございました


